
様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）
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Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

「施策」総括票
地域特性に応じた生活基盤の整備2-(6)-ア施策展開

対応する
主な課題

関係部等

施策 140頁④安定したエネルギーの確保

－ 順調

○沖縄県は、供給系統が独立していることに加え、離島が多いなど電力供給面で構造的な不利性を有していることから、供給コストの
削減等に取り組み、電力の安定的かつ適正な供給の確保を図る必要がある。

商工労働部

石油石炭税の免税措置

平成24年度

決算見込額 推進状況主な取組 活動概要

○平成24年の沖縄振興開発特別措置法
の改正では、これまでの発電用石炭に加
え、液化天然ガス（LNG）に係る石油石炭
税の免除も追加された。県は、税制上の
特別措置について国と調整を行った。(1)

送電用海底ケーブル新設・更新箇所数
0箇所
（23年度）

0箇所
（24年度）

基準値成果指標名

5箇所 0 －

現状値 H28目標値 改善幅 全国の現状

　海底ケーブル新設・更新事業は平成26年度から事業開始予定なので、現状では新設及び更新箇所はない。

1

－ － －

参考データ名 傾向 全国の現状沖縄県の現状

－ －－



様式２（施策）

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

・平成24年度税制改正により発電用石炭に係る石油石炭税の免税措置は、適用対象にLNGが追加された上、その適用期限が平成26年度末まで延長と
なった。国は、この期間中に電気事業者の具体的な取組と併せ電気料金の引き下げ効果等に係る検証を行うこととしているため、県は沖縄電力と対応を
協議する必要がある。

・沖縄県は、他地域と電力系統が連結されていないとともに、燃料輸送費が嵩み、さらに離島を数多く有するなど､電力供給面の構造的な脆弱性を有して
いる。そのため、電気料金の一部を構成する燃料費低減を図る必要があるが、石油石炭税の免税措置は平成26年度末までとなっているため、平成27年
度以降も引き続き免税措置が受けられるために国や電気事業者と措置延長に向けて調整する必要がある。

・平成27年度以降も継続して石油石炭税の免税措置を受けられるよう、平成25年度から、協議先である内閣府及び経済産業省や、電気事業者である沖
縄電力と密に措置延長に向けての調整を行うとともに、国の検証に対して県は沖縄電力と対応を協議し、適切に対応する。


